
まちづく り ・ イ ンフ ラ
分野 7

政策 1 4 　 誰も が暮ら し やすく 、 持続的に発展するまちづく り の推進 …… 1 8 5

政策 1 5 　 安心・ 安全で持続可能なイ ンフ ラ の整備 ………………………… 1 9 1
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誰も が暮ら し やすく 、 持続的に発展する

まちづく り の推進

政策1 4

まちづく り

8 区それぞれの地域が持つ多様な魅力や強みを 活かし 、 まと まり のある市街地を 形成すると と も

に、 それら を 道路・ 公共交通など のネッ ト ワーク でつなぐ こ と で、 田園・ 自然に包まれた持続可

能な多核連携都市を 目指し ます。

国内外と つながる 都市基盤
＊1

などを 活かし 、 都市の活力と 魅力を 高める と と も に、 身近な住環

境の安全性や快適性を 高める こ と で、 日本海拠点都市と し て誰も が暮ら し やすく 持続的に発展す

るまちを 目指し ます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

コ ン パク ト なまち づく り の現状 交通手段の現状

○新潟市の人口が減少する一方で、 居住誘導区域
＊2

に

居住する 人口の割合は緩やかに増加し ています。 コ

ン パク ト なまち づく り を 基本に、 生活の利便性や都

市の活力を維持・ 向上し ていく 必要があり ます。

○都市と 田園が調和・ 共生し ている都市構造は新潟市

の大き な特徴です。 豊かな田園や自然に包まれた集

落の維持・ 活性化が求めら れています。

○市民が移動する 際の交通手段と し て、 自動車の利用

割合が増加する傾向があり ます。

○「 自動車に頼ら なく ても 移動し やすいまち 」 と 感じ

ている 市民は約2 割にと ど まっ ており 、 様々なラ イ

フ ステージや地域別の移動ニーズに応じ た利用し や

すい交通手段を 持続可能な形で充実さ せる 必要があ

り ます。

居住誘導区域内の人口および

新潟市全体の人口に占める割合の推移 交通手段別構成比の推移

出典： 新潟市 出典： 新潟市

（ ％）（ 千人）

割合
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6 各分野の政策・ 施策基本計画

ま ち づく り ・ イ ン フ ラ分野 7

＊1  道路、 公園、 上下水道、 鉄道、 港湾など、 社会・ 経済・ 産業などの都市活動を維持し 、 発展を支える基幹的な施設・ 設備のこ と 。

＊2  都市再生特別措置法に基づき 策定し た「 新潟市立地適正化計画」 に定める区域。 人口減少下にあっ ても 、 人口密度を維持するこ と で、 生活サービ

スやコ ミ ュ ニティ が持続的に確保さ れるよう 、 居住を誘導する区域のこ と 。
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＊1  観光目的やビジネス目的などでその地域を訪れる人々のこ と 。

都心オフ ィ スビルの建築年代

出典： 新潟市

0

5 0 ,0 0 0

1 0 0 ,0 0 0

1 5 0 ,0 0 0

2 0 0 ,0 0 0

2 5 0 ,0 0 0

～ 1 9 4 9 1 9 5 0
～ 5 9

1 9 6 0
～ 6 9

1 9 7 0
～ 7 9

1 9 8 0
～ 8 9

1 9 9 0
～ 9 9

2 0 0 0
～ 0 9

2 0 1 0
～ 1 9

（ ㎡）

少ない

多い

持ち家率・ 一戸建て率・ 木造率（ 政令指定都市比較）

出典： 住宅・ 土地統計調査（ 平成3 0 年： 総務省）

熊
本
市

福
岡
市

北
九
州
市

広
島
市

岡
山
市

神
戸
市

堺
市

大
阪
市

京
都
市

名
古
屋
市

浜
松
市

静
岡
市

新
潟
市

相
模
原
市

川
崎
市

横
浜
市

千
葉
市

さ
い
た
ま
市

仙
台
市

札
幌
市

65.8%

64.0%

76.2%

2 0

4 0

6 0

8 0

（ ％）

持ち家率 一戸建て率 木造率

生活交通の確保維持・ 強化

都心部での緑の不足

都心部の魅力と 価値の停滞

都心部の老朽化し たビ ルの更新停滞

交通イ ン フ ラ を 活かし た拠点性の向上

特徴を 踏まえた住宅性能の維持・ 向上

○高齢者人口は令和2 7 （ 2 0 4 5 ） 年頃にピ ーク を 迎え

る 見込みと なっ ています。 移動手段の確保が必要な

市民が増加するこ と から 、 こ う し た方が生活に必要

なサービスを 受けら れる よう 、 暮ら し やすい交通環

境の充実を図るこ と が重要です。

○バス運転士不足や移動需要を 踏まえ、 地域の実状に

即し た交通手段を 確保するなど、 持続可能な公共交

通を確保し ていく こ と が重要です。

○都心部では、 他の地区と 比較し て緑が少ない状況と

なっ ています。 都心部において緑豊かな都市空間を

実現するため、 既存の公園・ 緑地や街路樹を 保全す

る と と も に、 建物の屋上や壁面を 活用する など、 新

たに緑を創出・ 演出し ていく こ と が重要です。

○都心部では、 地価が停滞し 、 歩行者数も 減少し てい

る 状況です。 そのため、 賑わい創出や回遊性の向上

など、 エリ アの魅力と 価値の向上に資する都市空間

の形成が重要です。

○都心部には旧耐震基準（ 昭和5 6 （ 1 9 8 1 ） 年以前）

のオフ ィ スビ ルが多く 、 老朽化し ている ため、 激甚

化・ 頻発化する災害への備えと し て、 適切な時期の

リ ニュ ーアルを促進するこ と が必要です。

○古い規格のオフ ィ スビルは、 通信設備が不足し てい

る ケース が多いな ど、 企業誘致に適し て いな いと

いっ た問題があり ます。

○経済活動のグロ ーバル化により 、 国内の都市間競争

のみなら ず、 国際競争が激し く なっ ています。 港湾

や空港、 新幹線や高速道路網と いっ た広域交通基盤

が整備さ れている 新潟市の高い都市機能を 活かし 、

国内外から の交流人口＊1の獲得と 、 物流を 促進する

など、 拠点性を 向上さ せるこ と によ り 、 新潟市の存

在感を高めていく こ と が重要です。

空き家数・ 空き 家率の推移

出典： 住宅・ 土地統計調査（ 総務省）

（ 戸） （ ％）

4 2 ,0 0 0  4 4 ,0 0 0  
4 8 ,4 0 0  

1 2 .3 % 1 2 .0 %
1 2 .9 %

1 3 .1 %
1 3 .5 % 1 3 .6 %

1 0

1 5

2 0

0

1 0 ,0 0 0

2 0 ,0 0 0

3 0 ,0 0 0

4 0 ,0 0 0

5 0 ,0 0 0

6 0 ,0 0 0

H 2 0 H 2 5 H 3 0

空き 家数（ 市） 空き家率（ 市） 空き 家率（ 国）

空き 家の現状

○平成3 0 （ 2 0 1 8 ） 年の空き 家数は、 5 年前よ り 約

4 ,0 0 0 戸増加し ています。 空き 家のう ち 管理不全な

空き 家は防災、 防犯、 衛生などの面で問題と なる た

め対応が必要です。

○新潟市は、 持ち 家率・ 一戸建て率・ 木造率が政令指

定都市でそれぞれ最も 高く なっ ています。 こ のよう

な特徴を 踏まえ、 適切な時期に住宅性能の維持・ 向

上を図っ ていく こ と が重要です。
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施　 策

施策1 　 コ ンパク ト ・ プラ ス・ ネッ ト ワーク のまちづく り

○都市と 田園・ 自然が調和・ 共生し 、 多様な個性や魅

力があふれる 地域の集合体である と いう 新潟市の強

みを 活かし 、 多核連携型のまち づく り に取り 組みま

す。

○地域資源や既存の都市スト ッ ク ＊1を 有効活用し 、 地

域や生活の拠点へ居住や生活利便施設などの都市機

能を 誘導する など、 持続可能でコ ン パク ト なまちづ

く り を推進し ます。

関連する施策

●安心・ 安全な道路ネッ ト ワーク の確保　 …P 1 9 3

●脱炭素社会の創造　 …P1 9 9

目指す都市構造　 イ メ ージ

目指す交通ネッ ト ワーク 　 イ メ ージ

駅前広場・ 自由通路整備の例

コ ンパク ト なまちづく り の推進1

○各区と 都心方面を 結ぶ公共交通サービ スの向上や交

通結節点＊2 の強化など、 都心アク セスの強化を 図る

と と も に、 駅・ 港・ 空港などの広域交通拠点と 二次

交通を 連携さ せた主要エリ ア間のアク セス強化・ 回

遊性の向上に取り 組みます。

○公共交通の利用促進に向けて、 デジタ ル技術を 活用

し た 情報提供の充実や市民を 対象と し た モ ビ リ

テ ィ ・ マネジメ ン ト ＊3によ る 意識啓発に取り 組みま

す。

○地域に根差し た多様な移動手段を 確保するため、 小

型バスはも と よ り 、 タ ク シーなどの小型車両を 組み

合わせ、 利便性と 持続可能性を 併せ持つ新たな移動

手段の構築に取り 組みます。

○都市部や生活圏において、 多様なラ イ フ スタ イ ルに

合わせた環境に優し い移動手段の充実を 図る ため、

歩行空間や自転車利用環境の向上に取り 組みます。

○鉄道駅における 交通結節点の機能強化と 賑わいの創

出を 図る と と も に、 快適性・ 安全性を 高める ため、

駅前広場、 自由通路へのエレ ベータ ーの設置を はじ

めと し たバリ アフ リ ー化など、 ユニバーサルデザイ

ン ＊4の考えに基づいた整備を推進し ます。

交通ネッ ト ワーク の強化・ 充実2

＊1  こ れまでに整備さ れ、 現在も 利用さ れている道路や橋り ょ う 、 公園、 建築物などと それら によっ て作ら れる都市空間のこ と 。

＊2  バスのほか、 電車やタ ク シー、 自動車、 自転車など様々な交通手段の接続が行われる乗り 換え拠点のこ と 。 　

＊3  一人一人の移動手段の自発的な変化を促すためのコ ミ ュ ニケーショ ンを中心と し た交通施策のこ と 。

＊4  障がいの有無や年齢などによら ず多様な人々が利用し やすいよう 都市や生活環境をデザイ ンする考え方のこ と 。
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施策3 　 広域的な 拠点機能の強化

施策2 　 魅力と 賑わい あ る 都心づく り

○新潟駅周辺の整備を 進め、 南北市街地の一体化およ

び賑わい空間の創出によ る 活性化を 図る と と も に、

国によ る 中・ 長距離バスタ ーミ ナル整備と 連携し、

広域交通結節機能を強化し ます。

○新潟港における 耐震性やコ ンテナタ ーミ ナル機能の

向上など、 港湾機能強化に向け整備を 促進する と と

も に、 ク ルーズ船誘致やポート セールスを 行い、 新

潟港の利用を活性化し ます。

○新潟空港の耐災害性を 強化する と と も に、 空港運営

の最適化、 駅や港などと 空港を つなぐ 利便性の高い

アク セスの検討、 航空ネッ ト ワーク の充実・ 強化に

より 活性化を図り ます。

○鳥屋野潟南部地区における 住居・ 交流拡大ゾーンの

開発促進に向けたスムーズな手続き・ 調整を 行う な

ど、 複合拠点と し ての整備を促進し ます。

○白山公園付近一帯について、 文化施設やスポーツ 施

設な ど が集積する 特徴を 活かし 、「 にいがた2 k m」

と 連動し たまちづく り を 推進するこ と で、 都市の活

力創出につなげます。

○日本海沿岸東北自動車道のミ ッ シン グリ ン ク
＊5 解消

や磐越自動車道の4 車線化整備、 羽越本線の高速化

促進などによ り 、 平時の交流・ 物流機能に加え、 災

害時・ 緊急時における 安全・ 迅速な輸送などを 支え

る拠点間ネッ ト ワーク 機能の強化を図り ます。

拠点機能の充実・ 強化1

○都心エリ アにおいて、 人中心のウォ ーカ ブルな空間

形成＊3に資する 環境の整備や良好な景観形成、 緑化

の推進、 水辺空間の魅力創出、 公共空間の利活用、

デジタ ル技術の活用など、 公民連携による 取組を 進

めるこ と で、 魅力と 価値の向上につなげます。

○都市再生緊急整備地域＊4 の規制緩和など を 活用し 、

官民一体と なっ て質の高い投資を 呼び込み、 都心エ

リ ア の再開発に合わせた防災機能強化、 脱炭素化、

緑化、 賑わい創出などを進めます。

○オフ ィ スや都市機能誘導施設の整備を 促進し 、 都心

の拠点性の向上を推進し ます。

みなと まち新潟を 象徴する信濃川と 萬代橋から 広が

る都心エリ ア「 にいがた2 k m」 ＊1において、 高次都市

機能＊2の集積や魅力の創出、 賑わいづく り を 市民の皆

様と 一体で取り 組むこ と で、「 緑あふれ、 人・ モノ ・ 情

報が行き 交う 活力ある エリ ア」 を 創造し 、 8 区のネッ

ト ワーク 強化を図り ながら 、「 新潟市経済・ 産業の発展

を 牽引する 成長エンジン」 と し ていく 取組を 推進し ま

す。

関連する施策

●地域経済の活性化に資する新たなビ ジネスの創出支援　 …P1 5 4

●新潟の魅力と 優れた拠点性を活かし た交流人口の拡大　 …P1 6 6

●災害に強い地域づく り 　 …P1 8 1

●安心・ 安全な道路ネッ ト ワーク の確保　 …P1 9 3

関連する施策

●文化芸術特性の多面的展開　 …P 1 2 2

●スポーツを活かし たまちづく り 　 …P1 2 6

●地域経済の活性化に資する新たなビ ジネスの創出支援　 …P1 5 4

●新潟の魅力と 優れた拠点性を活かし た交流人口の拡大　 …P1 6 6

●脱炭素社会の創造　 …P1 9 9

人中心のウォ ーカ ブルな空間形成1 都心部の戦略的な再開発促進2

都心のまちづく り 【「 にいがた2 k m 」 の覚醒】

＊1  新潟駅周辺・ 万代・ 万代島・ 古町をつなぐ 約2 k mの都心軸周辺エリ アの呼称のこ と 。

＊2  商業・ 業務、 教育、 文化、 交流、 医療、 福祉などの都市機能のう ち、 より 広域の人々を対象と し て、 質の高いサービスを提供する機能のこ と 。

＊3  「 歩く 」 の“w a lk ”と 「 ～できる」 の“ab le”を組み合わせて作ら れた造語で、「 居心地が良く 、 歩きたく なる空間」 を形成するこ と 。

＊4  都市再生特別措置法に基づき、 都市の再生の拠点と し て、 都市開発事業などにより 緊急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき 地域と し て、 政令

で指定さ れるも の。

＊5  幹線道路などの未整備区間で、 途中で途切れている区間のこ と 。
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施策4 　 安心し て 住み続け ら れる 良好な 住環境の創出

○安全で 快適な 暮ら し を 実現し て い け る よ う 、 リ

フ ォ ーム支援などを 通し て住宅性能の質の向上や適

正な維持管理を促進し ます。

○地震によ る 建物の倒壊等の被害から 市民の生命を 守

る ため、 住宅・ 建築物の耐震化や家具固定等の安全

対策を促進し ます。

○高齢者、 障がい者、 子育て世帯、 外国人など居住に

際し 配慮を 要する方々が安心し て暮ら すこ と ができ

る よ う 、 住宅セーフ ティ ネッ ト の確保に取り 組みま

す。

○空き 家は放置さ れると 様々な問題が生じ る一方、 地

域にと っ ても 貴重な資源と なり 得るこ と から 、 適正

な維持管理や有効活用に向けた空き 家対策を 推進し

ます。

○良好な住環境の創出につなげていく ため、 市民の憩

いの場やレ ク リ エーショ ン の場と なる 公園整備を 推

進すると と も に、 より 多く の市民から 利用さ れるよ

う 、 社会情勢やニーズの変化に対応し たリ ニュ ーア

ルを推進し ます。

○公園は地域コ ミ ュ ニティ 活動の場でも あり 、 持続可

能で安全かつ快適な公園利用のため、 地域住民と の

協働による維持管理を推進し ます。

市民が参加する公園愛護会の活動空き家を改修し て「 地域の茶の間」 と し て活用

関連する施策

●地域団体・ 市民団体の活動の推進　 …P1 1 3

●出会いから 結婚・ 妊娠・ 出産・ 子育てにかけての切れ目ない支援　 …P1 3 1

●高齢者が自分ら し く 安心し て暮ら せる健康長寿社会の実現　 …P 1 4 7

●障がいの有無によら ず安心し て暮ら せる共生社会の実現　 …P 1 4 8

●生活に困窮する人に寄り 添っ た自立支援　 …　 P1 4 9

●多様な支援による移住・ 定住の促進、 関係人口の創出　 …P1 7 1

●災害に強い地域づく り 　 …P1 8 1

安心・ 安全で快適な住まい・ 住環境

づく り
1 地域のニーズに対応し た公園の

整備・ リ ニュ ーアルと 維持管理
2

189



関連する 主な 分野別計画

●新潟市都市計画基本方針

●にいがた都市交通戦略プラ ン

●新潟市自転車利用環境計画

●新潟市住生活基本計画

●新潟市みどり の基本計画

●新潟市立地適正化計画

●新潟市地域公共交通計画

●新潟市国土強靭化地域計画

●新潟市空家等対策計画

政策指標

居住誘導区域に住む人口割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

7 0 .7 9 ％
（ 令和3 年度）

7 1 .1 0 ％
（ 令和8 年度）

7 1 .3 6 ％
（ 令和1 2 年度）

身近な公園について、安心・ 安全で快適に利用でき る
と 思う 市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

5 5 .6 ％
（ 令和4 年度）

5 8 .0 ％
（ 令和8 年度）

6 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

自家用車に頼ら なく ても 移動し やすいまちと 思う
市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

1 6 .9 ％
（ 令和4 年度）

1 9 .0 ％
（ 令和8 年度）

2 1 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

都心エリ アの平均地価変動率

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

前年比＋0 .9 ％
（ 令和4 年）

前年比＋2 .0 ％
（ 令和5 年～
令和8 年平均）

前年比＋2 .0 ％
（ 令和5 年～

令和1 2 年平均）

都心部で以前と 比べ緑が増えたと 思う 市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

1 7 .4 ％
（ 令和4 年度）

2 1 .0 ％
（ 令和8 年度）

2 5 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

港、空港、新潟駅、高速道路などの広域交通インフ ラ の
利便性が以前と 比べて向上し ていると 思う 市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

3 1 .1 ％
（ 令和4 年度）

3 5 .6 ％
（ 令和8 年度）

4 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

住宅が安心・ 安全で快適であると 思う 市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

7 5 .2 ％
（ 令和4 年度）

7 8 .7 ％
（ 令和8 年度）

8 2 .1 ％
（ 令和1 2 年度）

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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安心・ 安全で持続可能なイ ンフ ラ の整備
政策1 5

インフラ

市民の日常生活や社会経済活動を 支える イ ン フ ラ について、 日常的な整備によ り 良好な状態を

保つと と も に、 計画的・ 効率的な維持保全によ り 、 現在だけでなく 、 将来にわたっ て全ての市民

が安心し て暮ら せる まちを 目指し ます。

イ ン フ ラ は災害が起き た際にも 機能を 保つ強靭さ が重要である ため、 致命的な損傷を 受けず、

かつ迅速に復旧でき る災害に強いまちを 目指し ます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

道路施設の老朽化

道路ネッ ト ワーク の確保

○道路施設は、 高度経済成長期の頃に整備さ れたも の

が多いこ と から 、 今後は整備後5 0 年を越える施設の

増加と と も に、 維持管理・ 更新費用の増加が見込ま

れています。

○橋り ょ う などの定期的な点検が平成2 6 （ 2 0 1 4 ） 年

度よ り 順次義務化さ れ、 損傷・ 劣化は把握でき るよ

う になり まし たが、 膨大な数の道路施設について、

効率的な維持管理を 進めていく こ と が課題と なっ て

います。

○人口減少に伴う 道路交通量の変化など、 利用状況等

を 踏まえて橋り ょ う 等の集約化・ 撤去を 検討し てい

く 必要があり ます。
○市が管理する 道路延長は年々増加し ており 、 令和3

（ 2 0 2 1 ） 年4 月時点で約6 ,9 0 0 k mと 、 政令指定都市

の中でも 3 番目の道路管理延長を有し ています。

○近年、 全国的に自然災害が激甚化・ 頻発化し ている

中で、 膨大な管理延長の道路ネッ ト ワーク を 一年を

通し て安心・ 安全に通行でき るよ う 確保する必要が

あり ます。

　 橋り ょ う の損傷状況事例

主桁の腐食 橋脚の腐食

架設後50 年を超える橋り ょ う の割合

出典： 新潟市

5 0 年超過
2 6 %

5 0 年以下
7 4 %

5 0 年以下
5 3 %

5 0 年超過
4 7 %

令和1 4（ 2 0 3 2 ）年４ 月令和４（ 2 0 2 2 ）年４ 月

6 各分野の政策・ 施策基本計画

ま ち づく り ・ イ ン フ ラ分野 7
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老朽管延長の推移

出典： 新潟市

0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

3 0 0 0

3 5 0 0

4 0 0 0

4 5 0 0

H 3 0 R5 R1 0 R1 5 R2 0 R2 5 R3 0 R3 5 R4 0 R4 5 R5 0

老朽管延長累計

[k m]

老朽管延長
約1 4 0 k m
（ 令和3 年度末時点）

（ 5 0 年以上経過し た管渠）

老朽管
が増加

［ 年度］

年間配水量

出典： 新潟市

1 0 ,1 9 9  

1 0 ,1 8 1  

1 0 ,1 6 6  

1 0 ,2 8 7  

1 0 ,1 0 7  

9 ,9 9 5  

1 0 ,0 5 5  

9 ,8 7 4  

9 ,5 0 6  

9 ,3 8 0  

9 ,0 0 0

9 ,5 0 0

1 0 ,0 0 0

1 0 ,5 0 0

1 1 ,0 0 0

H 2 6 H 2 7 H 2 8 H 2 9 H 3 0 R1 R2 R3 R4 R5 R6

∫∫

0

（ 万㎥）

実績 推計

（ 年度）

9 ,5 8 5  

平成10（ 1 99 8）年8 月4 日豪雨　 被害状況（ 新潟市東区）

汚水処理施設未普及地域における排水　 イ メ ージ

水需要の減少と 施設の老朽化

下水道施設の老朽化

浸水対策と 下水道施設の耐震化・ 耐水化

生活環境と 水環境の改善

○人口減少、 節水器具の普及等によ り 水需要が減少し

ている こ と に加え、 老朽化し た水道施設の更新需要

は増大し ています。 施設更新にあたっ ては、 水需要

の減少に応じ た施設能力の適正化を進めると と も に、

施設の耐震化を進めるこ と が必要です。

○新潟市の下水道管渠約3 ,9 0 0 k mのう ち、 標準的な耐

用年数の5 0 年を 経過し たも のは1 0 0 k mを 越えてお

り 、 今後、 急速に増加する見込みです。

○下水道施設の老朽化は管渠の破損によ る 道路陥没、

設備の機能停止等のおそれ、 維持管理費の増加につ

ながり ます。 人口減少によ る 下水道使用料の減収が

想定さ れる 中、 施設の計画的な改築と 効率的な施設

管理が重要です。

○新潟市は海抜ゼロメ ート ル以下の低地が広く 分布し、

過去には多く の浸水被害に悩まさ れています。 特に

平成1 0 （ 1 9 9 8 ） 年8 月4 日の豪雨では広域的な床上

浸水被害を受けまし た。

○気候変動の影響によ り 大雨等が頻発し 、 内水氾濫が

発生する可能性が増大し ている 中、 ハード ・ ソ フ ト

一体と なっ た浸水対策が求めら れていま す。 また、

大規模な地震・ 津波や洪水などの災害時にも 最低限

の下水道機能を確保するこ と が重要です。

○単独処理浄化槽＊1を 使用し ている 家屋において、 浴

室や台所など家庭で使用し て汚し た水（ 汚水） を そ

のまま排水し 河川などに戻すこ と は、 生活環境を 悪

化さ せると と も に、 水環境に大きな負担をかけます。

○衛生的で快適な市民生活を 確保する ためには、 下水

道や合併処理浄化槽＊2の整備によ る 汚水処理施設＊3

の普及が重要です。

＊1  家庭や事業場などに個別に設置さ れる汚水処理施設。 ト イ レ から 排出さ れる汚水のみを処理し 、 それ以外の汚水は未処理のまま放出さ れるため、

合併処理浄化槽に比べると 環境への負荷が大き い。

＊2  家庭や事業場などに個別に設置さ れる汚水処理施設。 ト イ レ 、 洗面所、 台所、 洗濯、 風呂などから 排出さ れる全ての汚水を処理するこ と ができ、

下水道と 同等の処理能力がある。

＊3  家庭や事業場から 排出さ れる汚水を処理する施設のこ と 。 下水道、 合併処理浄化槽などがある。
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施　 策

施策1 　 安心・ 安全な 道路ネ ッ ト ワ ーク の確保

○橋り ょ う 、 ト ンネル、 横断歩道橋などの道路施設に

ついて、 定期的な点検を 実施し ます。 特に施設数の

多い橋り ょ う については、 計画的な補修に取り 組み、

更新時期の延伸を図り ます。

○交通量や周辺状況などに応じ た橋り ょ う の重要度を

整理し 、 橋り ょ う の集約化・ 撤去の検討に着手し ま

す。

○日常的な移動はも と よ り 、 業務活動・ 物流・ 観光な

どの社会経済活動や、 災害時における安全・ 迅速な

輸送などを 支えるため、 放射・ 環状型の道路ネッ ト

ワーク の整備を推進し ます。

○施設点検やパト ロールにおいてデジタ ル技術、 AI＊3、

新技術を 積極的に導入する こ と で、 作業の効率化・

省力化を 図る と と も に、 異常個所の早期発見に努め

ます。

〇冬期間の道路交通を 確保する ため、 除雪作業の効率

化を 図る と と も に、 オペレ ータ ーの担い手確保に取

り 組みます。

○緊急輸送道路上における 橋り ょ う の耐震化や、 落

石・ 崩壊や土石流などの被害が想定さ れる 道路の防

災対策を推進し ます。

○通学路における 児童や未就学児を 交通事故の被害か

ら 守るため、 安心・ 安全な歩行空間の確保を 推進し

ます。

関連する施策

● 学力・ 体力に自信をも ち 、 世界と 共に生き る心豊かな子ども を

育む学校教育の推進　 …P 1 3 7

●生活の安心・ 安全の確保　 …P1 7 7

●災害に強い地域づく り 　 …P1 8 1

●消防体制の充実　 …P1 8 2

●救急体制の充実　 …P1 8 3

●コ ンパク ト ・ プラ ス・ ネッ ト ワーク のまちづく り 　 …P1 8 7

●広域的な拠点機能の強化　 …P1 8 8

新潟中央環状道路＊2（ く ろさ き茶豆大橋）

道路施設の長寿命化＊1 の推進1

放射・ 環状型の道路ネット ワークの強化2

持続可能な維持管理体制の構築3

災害・ 事故対策の推進4

橋り ょ う の塗装塗替工事事例

修繕前 修繕後
タ ブレッ ト を用いた点検 オペレータ ー研修会

法面対策工事（ 施工後） 通学路の防護柵設置

＊1  適切な保全により 公共施設やイ ンフ ラ 資産の健全な状態を可能な限り 長く 維持するこ と 。

＊2  北区を起点に、 江南区、 南区、 西区を経由し 、 西蒲区に至る、 延長約４ ５ キロメ ート ルの幹線道路のこ と 。

＊3  Artif ic ia l In te llig ence（ 人工知能） の略。 知的な行為を、 人工的に作ら れた知能で可能にする技術のこ と 。
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施策2 　 強靭かつ効率的な 施設によ る 安定給水の確保

施策3 　 安心・ 安全で 持続可能な 下水道の推進

○老朽化に伴う 施設の更新に併せて、 水需要の減少を
踏まえた施設能力のダウンサイ ジン グを 図ると と も

に、 更新等費用の確保に努め、 効率的な施設によ る
安定給水の確保を図り ます。

○下水道施設の老朽化が進む中、 安心・ 安全で、 持続
可能な下水道サービ スを 提供するため、 予防保全型

の維持管理を 行う と と も に、 施設の統廃合を 含め計
画的な改築を推進し ます。

○浄配水施設、 管路施設の更新に際し ては、 地震災害

が市民生活に及ぼす影響を 最小限にと どめるための
耐震化を 進めると と も に、 早期復旧が可能と なる 強
靭な施設への推進を図り ます。

○衛生的で快適な市民生活の確保と 水環境の保全を 図
る ため、 地域の実情に応じ て、 下水道と 合併処理浄

化槽の役割分担によ る総合的な汚水処理を 推進し ま
す。

水道施設の計画的更新1

下水道施設の機能確保と 計画的な改築1

災害に強い水道施設の構築2

総合的な汚水処理の推進3

関連する施策

●災害に強い地域づく り 　 …Ｐ 1 8 1

●良好な生活環境の確保　 …Ｐ 2 0 1

耐震管への更新工事施設能力のダウンサイ ジング　 イ メ ージ

汚水処理施設整備の概念図

関連する施策

●災害に強い地域づく り 　 …Ｐ 1 8 1

○浸水被害の軽減に向け、 気候変動の影響や地域の実
情を 踏まえた整備目標の検討を 行う と と も に、 緊急
度が高い地区を 優先し た浸水対策施設の整備や、 自

助・ 共助対策の促進な ど、 ハード ・ ソ フ ト 一体と
なっ た総合的な浸水対策を推進し ます。

○大規模地震や津波、 洪水が発生し た際、 市民生活に
及ぼす影響を 最小限にと どめる ため、 下水道施設の

耐震化・ 耐水化を推進し ます。

雨に強いまちづく りと耐震化・ 耐水化の推進2

浸水対策施設の整備 下水処理場の耐震化

総
論

1

新
潟
市
を

取
り
巻
く
状
況

2

新
潟
市
の
強
み

3

政
策
・
施
策
の

全
体
像

4

重
点
戦
略

5

各
分
野
の

政
策
・
施
策

6

区
に
お
け
る
ま
ち

づ
く
り
の
方
向
性

7

基
本
構
想

附
属
資
料

基
本
計
画

194



関連する 主な 分野別計画

●新潟市橋梁長寿命化修繕計画

●新・ 新潟市水道事業中長期経営計画

●新潟市国土強靭化地域計画

●新潟市下水道中期ビジョ ン

政策指標

道路（ 橋を含む）が適切に整備・ 管理さ れていると 思う
市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

5 9 .9 ％
（ 令和4 年度）

6 1 .6 ％
（ 令和8 年度）

6 3 .3 ％
（ 令和1 2 年度）

浸水対策率

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

7 3 .4 ％
（ 令和3 年度）

7 7 .7 ％
（ 令和8 年度）

7 9 .9 ％
（ 令和1 2 年度）

一人当たり 年間平均断水・ 濁水時間

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

1 .1 0 時間
（ 令和3 年度）

0 .0 0 時間
（ 令和8 年度）

0 .0 0 時間
（ 令和1 2 年度）

汚水処理人口普及率

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

9 0 .3 ％
（ 令和3 年度）

9 3 .5 ％
（ 令和8 年度）

9 5 .7 ％
（ 令和1 2 年度）

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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環境
分野 8

政策 1 6 　 将来世代に向けた豊かな自然と 生活環境の保全 ………………… 1 9 7
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環境分野 8

将来世代に向けた豊かな自然と 生活環境の保全
政策1 6

環境

省エネルギーの推進と 再生可能エネルギー＊1の最大限導入により 、 温室効果ガスの排出を大幅に削

減し 、 脱炭素社会を構築すると と も に、 更なるごみの減量・ 資源化により 循環型社会を推進し ます。

自然と の共生のも と で、 持続的発展が可能な社会を 構築し 、 日本海、 2 つの大河、 16 の潟などの

水辺空間や豊かに広がる田園、 里山など、 多様で美し い自然環境を将来世代に引き継いでいきます。

基本的方向

新潟市の現状 / 将来を 見据え た課題

地球温暖化と 気候変動

求めら れる 再生可能エネルギー

温室効果ガスの現状

○温暖化による気候変動の影響を 可能な限り 抑えるた
め、 二酸化炭素（ CO 2） をはじ めと する温室効果ガス
を削減すること は、 世界共通の課題と なっています。

○令和2 （ 2 0 2 0 ） 年に新潟市に おい て も 、 令和3 2
（ 2 0 5 0 ） 年までにCO 2の
排出を 実質ゼ ロ と す る

「 ゼロ カ ーボン シティ 」＊2

の実現を 目指すこ と を 宣
言し まし た。

○ 市 議 会 で は 令 和 3
（ 2 0 2 1 ） 年3 月に気候非
常事態宣言を 決議し まし
た。

○大型台風な ど の激甚災害を 契機に、 集中型エ ネル
ギーシステムの脆弱性が浮き 彫り になり まし た。

○エネルギー供給のリ スク 分散やCO 2 削減のため、 分
散型エネルギー

＊3
の推進の重要性が高まっ ています。

加えて、 再生可能エネルギーの地産地消を 進める こ
と で、 エネルギーの効率的活用や、 地域活性化にも
つながるこ と が期待さ れています。

○市域から 排出さ れるCO 2は、 年々減少傾向にある も
のの、 年間約6 4 0 万t（ 平成3 0 （ 2 0 1 8 ） 年度） と 推
計さ れ、 割合が最も 高いのは民生（ 家庭+ 業務） 部
門と なっ ています。

○ほかの政令指定都市と 比較し て、 平成3 0 （ 2 0 1 8 ）
年度の家庭部門における 1 世帯当たり の排出量は、
ワースト 2 位でし た。

CO 2排出割合＊4

出典： 新潟市（ 平成3 0 年度）

産業部門

3 2 .2 %

家庭部門

2 2 .1 %

業務部門

2 0 .0 %

運輸部門

2 3 .2 %

廃棄物部門

1 .5 %

エネルギー転換部門

1 .0 %

民生部門
（ 家庭＋業務）

4 2 .1 %

6 各分野の政策・ 施策基本計画

＊1  太陽光、 風力、 水力、 地熱及びバイ オマス（ 動植物由来の有機物） など、 自然環境の中で繰り 返し 起こ る現象から 取り 出すエネルギーの総称のこ

と 。 枯渇し ない、 どこ にでも 存在する、 CO 2を排出し ない（ 増加さ せない） などの特徴がある。

＊2  脱炭素社会に向けて、 2 0 5 0 年までにCO2の排出量を実質ゼロにするこ と を目指す旨を表明し た地方自治体のこ と 。

＊3  従来の原子力発電所、 火力発電所などの大規模な集中型の発電所で発電し 各家庭・ 事務所等に送電するエネルギーに対し て、 地域内で作り 、 地域

内で使う エネルギーのこ と 。

＊4  以下の活動等に伴い排出さ れるCO 2  

産業部門…製造業、 鉱業、 農林水産業など 

家庭部門…家庭における電気・ ガス・ 石油系燃料等、 燃料消費に伴う も の 

業務部門…事業所ビルや小売業、 ホテルなどサービス関連産業および病院、 医療施設など公的機関等の活動に伴う も の 

運輸部門…自家用及び営業用の車両など人や物の輸送・ 運搬によるも の
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気候変動によ る 様々な影響

ごみ排出量と 新たな課題

豊かな自然環境と それを 守る 担い手

良好な生活環境の確保

○こ のまま何も 対策を取ら ず、 地球の温暖化が進めば、

氷河の減少や、 海面の上昇、 異常気象などを 引き 起

こ し 、 私たち の生活や健康のみなら ず、 動植物の生

息・ 生育環境にも 大き な影響を 及ぼす恐れがあり ま

す。

○省エネ・ 再エネの推進により 脱炭素化を 進めるなど、

あら ゆる政策を 総動員し 、 地球温暖化の緩和、 気候

変動の影響への適応につなげていく こ と が重要です。

○近年、 ごみの排出量は横ばいの状態であると と も に、

ごみ・ 資源の組成についても 大き な変化は見ら れず、

ほかの政令指定都市と 比較すると 令和2 （ 2 0 2 0 ） 年

度のリ サイ ク ル率は3 位と なっ ています。

○国際的にも 食品ロスについての関心が高まっ ており、

1 人1 日当たり 換算で、 全国で約1 1 3 g 、 新潟市でも

約9 4 g の食べ物が捨てら れています。 食品ロ スの約

半数以上が家庭から 出ており 、 令和3 （ 2 0 2 1 ） 年度

は、 家庭から 出る生ごみのう ち 3 3 .4 ％は食品ロスと

なっ ています。

○新潟市には、 里潟を はじ めと し た水辺や田園地帯、

里山など、 豊かな自然が広がっ ており 、 多く の動植

物が生息し ています。 中でも 、 コ ハク チョ ウの越冬

数は1 万羽を 超え、 日本一の数を 誇っ ています。 し

かし 、 環境保全に関わる 担い手の高齢化、 減少が進

んで おり 、 人材の育成と 協働の推進の重要性が高

まっ ています。

生物多様性への影響

○人々の活動や開発による 動植物の個体数や生息域の

減少がみら れている ほか、 温暖化によ る生態系への

影響が懸念さ れています。

○外来生物は人間の意図を 超えて生息・ 生育域を 拡大

し 、 在来種の生息・ 生育環境を脅かし ています。

○生物多様性に悪影響を も たら すなど、 世界的な課題

と なっ ている 海洋プラ スチッ ク ＊1問題に向けた取組

が重要です。

○新潟市における 大気・ 水質・ 音などの生活環境はお

おむね良好な状況で推移し ています。 一方で、 新潟

市は政令指定都市と し て多く の人口を 有し 、 空港・

鉄道・ 道路などの社会イ ンフ ラ や工場などの事業所

が集中し ているこ と から 、 環境負荷の低減に向けた

継続的な取組が重要です。

○汚水処理人口普及率が9 0 .3 ％（ 令和3 （ 2 0 2 1 ） 年

度末） で、 2 0 政令指定都市中1 9 位であり 汚水処理

施設＊2の普及拡大が課題と なっ ています。

燃やすごみ（ 家庭系ごみ） の組成

出典： 新潟市（ 令和3 年度）

家庭から の食品ロスは
燃やすごみの1 0 .6 ％
（ 生ごみの3 3 .4 ％）

直接廃棄

4 .8 %
食べ残し

4 .2 ％

過剰除去

1 .6 %

不可食部分

2 1 .1 %

紙類

2 5 .8 %

プラ スチッ ク 類

1 5 .1 %

紙おむつ

7 .5 %

布類

1 2 .0 %

木・ 竹・ わら 類

2 .2 %

ゴム・ 皮革類

1 .4 %

その他

4 .3 %

生ごみ

3 1 .7 %

持続可能なごみ処理体制の構築

○人口減少によ る ごみ排出量減少や処理施設の老朽化

が進むこ と を 踏まえ、 持続可能なごみ処理体制を 構

築するこ と が重要です。

＊1  海洋を漂う プラ スチッ ク ごみの総称のこ と 。 回収さ れずに河川などを通じ て海に流れ込むこ と により 発生し ている。  長期にわたり 海に残存する

ため、 地球規模での環境汚染が懸念さ れている。

＊2  家庭や事業場から 排出さ れる汚水を処理する施設のこ と 。 下水道、 合併処理浄化槽などがある。
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施　 策

施策1 　 脱炭素社会の創造

○市民、 団体、 地域の事業者のパート ナーシッ プのも

と 、 住宅など家庭部門のエネルギー消費量の削減に

取り 組むと と も に、 民間事業者の脱炭素経営を 促進

するなど、 徹底し た省エネルギーを進めます。

○地域新電力会社＊1などの事業者と 連携し 、 太陽光・

廃棄物発電や熱利用など、 再生可能エネルギーの地

産地消に取り 組み、 地域の脱炭素化を推進し ます。

○市役所も CO 2を 多量に排出する 大規模な事業所の一

つと し て、 率先し た 取組を 進めま す。 公共施設の

ZEB＊2
化の促進や、 再生可能エネルギーの導入など、

市役所の事務事業にかかる脱炭素化に取り 組みます。

○省エネルギーや環境に配慮し た商品・ サービスを 選

択する消費行動、 公共交通の利用や次世代自動車＊3

の導入促進など、 市民、 事業者、 学校などへの普及

啓発に取り 組むこ と によ り 、 脱炭素社会の実現に向

けたラ イ フ スタ イ ルへの転換を推進し ます。

○気候変動による 様々なリ スク に対応する ため、 生物

多様性の損失、 農作物などに及ぼす影響や自然災害

被害、 および健康被害などを回避・ 軽減する取組を、

国や県、 事業者などと 連携し ながら 推進し ます。

関連する施策

●地域企業の持続的発展に向けた経営支援　 …P 1 5 3

●売れる米づく り と 園芸産地づく り の推進　 …P 1 5 9

●コ ンパク ト ・ プラ ス・ ネッ ト ワーク のまちづく り 　 …P1 8 7

●魅力と 賑わいある都心づく り 　 …P1 8 8

新田清掃センタ ー（ ごみ焼却発電所）

新潟地域脱炭素社会推進パート ナーシッ プ会議

省エネ・ 再エネの推進1

ラ イ フ スタ イ ル転換の推進2

気候変動適応策の推進3

＊1  地方公共団体や地域金融機関が関与し 、 地域内の発電電力を活用し て、 主に地域内に電力を供給する小売電気事業者のこ と 。

＊2  N et Zero  Ene rg y  Bu ild in g （ ネッ ト ・ ゼロ・ エネルギー・ ビル） の略で「 ゼブ」 と 呼ばれる。 快適な室内環境を実現し ながら 、 建物で消費する

年間の一次エネルギーの収支をゼロにするこ と を目指し た建物のこ と 。

＊3  窒素酸化物（ N oｘ ） や粒子状物質（ PM)等の大気汚染物質の排出が少ない、 または全く 排出し ない、 燃費性能が優れているなどの環境にやさ し

い自動車（ 電気自動車、 燃料電池自動車、 プラ グイ ンハイ ブリ ッ ト 自動車、 ハイ ブリ ッ ド 自動車、 ク リ ーンディ ーゼル自動車など） のこ と 。 政府

は運輸部門における二酸化炭素排出量削減のため、 2 0 3 0 年までに乗用車の新車販売に占める次世代自動車の割合を5 ～7 割にするこ と を目指し

ている。
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関連する施策

●地域団体・ 市民団体の活動の推進　 …P1 1 3

●災害に強い地域づく り 　 …P1 8 1

施策2 　 循環型社会の推進

子ども への環境教育

○3 R（ リ デュ ース・ リ ユース・ リ サイ ク ル） の優先順

位に従い、 廃棄物の減量と 適正処理を進めます。

○市民に向けて、 多様な手法によ る分かり やすい情報

発信を 行う と と も に、 子ども や若年層を 対象と し た

環境教育を充実さ せます。

○環境に配慮し た民間事業者独自の取組を 応援し 、 企

業価値の向上、 認知度アッ プにつなげます。

○食品ロ ス削減やプラ スチッ ク の資源循環などの新た

な課題の解決に向けて取り 組みます。

3 R の推進によるごみの減量1

海岸清掃

○幅広い年齢層が参加し やすい啓発手法を 検討し なが

ら 、 多様な主体と 連携・ 協働し た環境美化活動を 推

進し ます。

○海岸や潟を含む地域の清掃活動への支援などにより、

海岸ごみ、 海洋プラ スチッ ク 問題の解消や生物多様

性の保全など、 環境保全につなげていきます。

○環境美化意識やマナーの向上を 図り 、 違反ごみ、 不

法投棄対策に取り 組みます。

地域の環境美化の推進2

○人口減少や3 Rの推進によるごみ排出量の減少を見据

え、 温室効果ガスの削減や廃棄物エネルギーの活用

を 考慮し たごみ処理施設の統合や更新に取り 組みま

す。 また、 収集方法や運搬体制のあり 方についても

検討し 、 よ り 効率的で、 持続可能なごみ処理体制の

整備を進めます。

○大規模災害時に円滑・ 迅速に対応し 、 適切かつ安定

的に災害廃棄物を 処理でき る よ う 、 関係機関・ 団体

と の連携・ 協力を 図り 、 仮置き 場の設置・ 運用など

をはじ めと し た災害に備えた体制を構築し ます。

持続可能なごみ処理体制の整備3

新潟市ごみ減量推進キャ ラ ク タ ー

「 サイ チョ 」

総
論

1

新
潟
市
を

取
り
巻
く
状
況

2

新
潟
市
の
強
み

3

政
策
・
施
策
の

全
体
像

4

重
点
戦
略

5

各
分
野
の

政
策
・
施
策

6

区
に
お
け
る
ま
ち

づ
く
り
の
方
向
性

7

基
本
構
想

附
属
資
料

基
本
計
画

200



施策3 　 自然と の共生

施策4 　 良好な 生活環境の確保

○ラ ムサール条約＊1 湿地自治体認証制度に基づく 、 国

内初の認証を 受けた都市と し て、 地域や民間事業者

と 連携・ 協働し 、 ラ ムサール条約湿地である 佐潟を

はじ めと し た里潟や里山の保全、 市民への自然環境

に対する 知識の普及啓発に取り 組み、 生物多様性の

保全と 自然環境の賢明な利用につなげます。

○在来の動植物の生息・ 生育環境の保全・ 再生を 図る

と と も に、 生物多様性に大き な影響を 与えている 外

来生物の状況を 把握・ 情報発信する こ と によ り 、 人

の健康や生態系への影響を 及ぼす外来生物問題に取

り 組みます。

○安心・ 安全な市民生活に影響を 与える 環境負荷の低

減を図るため、 計画的な環境調査を継続的に実施し 、

環境の状況に応じ た取組につなげるこ と で良好な生

活環境を確保し ます。

○環境法令などに基づき 工場などの監視・ 指導を 適切

に行い、 環境負荷の低減に努めます。

○衛生的で良好な生活環境の確保と 水環境の保全を 図

る ため、 地域の実情に応じ て、 下水道と 合併処理浄

化槽＊2の役割分担に基づく 汚水処理施設の整備を 推

進し ます。

関連する施策

●地域団体・ 市民団体の活動の推進　 …P1 1 3

●学力・ 体力に自信をも ち、 世界と 共に生き る心豊かな子ども を育む学校教育の推進　 …P1 3 7

関連する施策

●こ こ ろ と 身体の健康の増進　 …P1 4 3

●安心・ 安全で持続可能な下水道の推進　 …P 1 9 4

佐潟の環境改善に向けた保全活動

水環境測定

自然と の共生1

良好な生活環境の確保1

＊1  正式名称は「 特に水鳥の生息地と し て国際的に重要な湿地に関する条約」。 締約国には各湿地の管理計画の作成・ 実施、 各条約湿地のモニタ リ ン

グ、 湿地の保全に関する自然保護区の設定、 湿地の保全管理に関する普及啓発・ 調査などが求めら れる。

＊2  家庭や事業場などに個別に設置さ れる汚水処理施設。 ト イ レ、 洗面所、 台所、 洗濯、 風呂などから 排出さ れる全ての汚水を処理するこ と ができ 、

下水道と 同等の処理能力がある。
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●新潟市環境基本計画

●新潟市地球温暖化対策実行計画

　（ 市役所率先実行版）

●にいがた命のつながり プラ ン

　 -新潟市生物多様性地域計画-

● 新潟市地球温暖化対策実行計画（ 地域推進版）

　 -環境モデル都市推進プラ ン-

●新潟市一般廃棄物処理基本計画

●佐潟周辺自然環境保全計画

政策指標

関連する 主な 分野別計画

市域から 排出さ れる温室効果ガスの削減量
（ 平成2 5 年度比）

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

△1 8 .8 ％
（ 平成3 0 年度）

現状値よ り 削減
国の削減目標

（ △4 6 ％） 以上

市内の陸域における生物多様性保全に資する地域の
割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

1 1 .8 ％
（ 令和3 年度）

1 3 .4 ％
（ 令和8 年度）

1 5 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

1 人1 日当たり ごみ総排出量

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

9 7 8 g
（ 令和3 年度）

9 6 8 g
（ 令和8 年度）

9 4 8 g
（ 令和1 2 年度）

新潟市の生活環境における 大気・ 水・ 音などの状況が
良好だと 思う 市民の割合

現状値
中間目標

令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標

令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

7 6 .8 ％
（ 令和4 年度）

7 8 .4 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

指標の定義や目標設定の考え方をP2 6 5 ～2 7 8 に記載し ています。
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